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第１章 総則 

（通則） 

第１条 陸上自衛隊（自衛隊情報保全隊、自衛隊体育学校、自衛隊中央病院、陸上幕僚長の監督を

受ける自衛隊地区病院及び自衛隊地方協力本部を含む。以下同じ。）における債権の管理に関す

る事務の取扱いについては、国の債権の管理等に関する法律（昭和３１年法律第１１４号。以下

「法」という。）その他これに関連する法令等に定めるもののほか、この達の定めるところによ

る。 

（用語の定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 「歳入徴収官」 防衛省債権管理事務取扱細則(平成１８年防衛庁訓令第１０７号。以下

「訓令」という。）第４条第１項第１号の規定により委任を受けた者をいう。 

(２) 「官署支出官」 訓令第４条第１項第２号の規定により委任を受けた者をいう。 

(３) 「その他の職員」 訓令第４条第１項第３号の規定により委任を受けた者をいう。 

(４) 「主任歳入徴収官等」 債権管理事務取扱規則（昭和３１年大蔵省令第８６号。以下「省

令」という。）第２条第２項に規定する主任歳入徴収官等をいう。 

(５) 「分任歳入徴収官等」 省令第２条第２項に規定する分任歳入徴収官等をいう。 

(６) 「特定分任歳入徴収官等」省令第３９条の３及び訓令第５６条第２項に規定する特定分任

歳入徴収官等をいう。 

(７)  「歳入徴収官等」 法第２条第４項に規定する歳入徴収官等をいう。 

(８) 「契約担当官等」 支出負担行為担当官、分任支出負担行為担当官、契約担当官及び分任

契約担当官並びに当該官職の代理をいう。 

(９)  「支払事務担当職員」 法第２２条第１項に規定する国の支払事務を行う職員をいう。 

(10) 「業務隊長等」 駐屯地業務隊長及び駐屯地業務を担当する部隊等の長をいう。 

(11) 「裁定権者」 陸上自衛隊補給管理規則（陸上自衛隊達第７１―５号（１９．１．９））

第８５条に規定する裁定権者をいう。 



(12) 「賠償実施権者」 陸上自衛隊損害賠償実施規則（陸上自衛隊達第３４―５号（４９．９．

２７））第３条に規定する賠償実施権者をいう。 

(13) 「役務提供部隊等の長」 自衛隊との間における物品又は役務の相互の提供に関する協定

を日本国政府と締結した国の軍からの要請を受けて役務を当該軍に提供する部隊等の長を

いう。 

(14) 「代行機関」 国の債権の管理等に関する法律施行令（昭和３１年政令第３３７号。以下

「政令」という。）第５条の２第４項に規定する代行機関をいう。 

(15) 「債権管理総括機関」 訓令第９条に規定する債権管理総括機関をいう。 

(16) 「歳入金債権」 歳入金に係る債権をいう。 

(17) 「歳入外債権」 前号に掲げる以外の債権で、第２０号及び第２１号に掲げる債権をい

う。 

(18) 「食事代等債権」 防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（昭和２７年政令第３６８

号）第１５条第２項又は第１７条の２第２項及び第４項の規定により、俸給等から控除する

食事代、弁償金額又は払込金額に相当する金額に係る債権をいう。 

(19) 「公務員宿舎使用料債権」 国家公務員宿舎法（昭和２４年法律第１１７号。以下「宿舎

法」という。）第１５条第３項の規定により俸給等から控除する使用料に相当する金額に係

る債権をいう。 

(20) 「歳出戻入金債権」 官署支出官の取り扱う歳入金に属する返納金以外の歳出の金額に戻

入する返納金に係る債権をいう。 

(21) 「前渡資金返納金債権」 資金前渡官吏の取り扱う歳入金に属する返納金以外の前渡資金

に戻入する返納金に係る債権をいう。 

(22) 「債権管理簿（債権発生通知書）」 食事代等債権、公務員宿舎使用料債権及び前渡資金

返納金債権について、分任歳入徴収官等又はその債権発生通知義務者が使用する債権管理

簿（債権発生通知書）をいう。 

(23) 「債権発生（帰属）通知書」 前号に規定する債権以外の債権の発生に関し、その債権発

生通知義務者が歳入徴収官等に送付する債権発生（帰属）通知書をいう。 

(24) 「異動」 隊員が、現に勤務する部隊等からその管轄する分任歳入徴収官等を異にして他

の部隊等（陸上自衛隊以外の防衛省の組織を含む。）に転属又は当該部隊等において給与の

支給を受けることとなる所属外勤務、臨時勤務、入所、入校、教育入隊、入院若しくは現隊

復帰等をすることをいう。 

(25) 「会計隊長等」 陸上自衛隊給与取扱規則（陸上自衛隊達第１６－３号（４１．７．３０））

第３条第１項に規定する会計隊長等をいう。 

 

第２章 債権の管理の機関 

（歳入徴収官等の委任） 

第３条 防衛大臣の委任に基づく歳入徴収官等の指定官職及びその事務の範囲は、別表第１のと

おりとし、陸上幕僚長の任命に基づく歳入徴収官等の代行機関の指定官職及びその事務の範囲

は、別表第１の２のとおりとする。 

（管理事務を代理すべき場合） 

第３条の２ 主任歳入徴収官等代理、分任歳入徴収官等代理及び特定分任歳入徴収官等代理は、主

任歳入徴収官等、分任歳入徴収官等及び特定分任歳入徴収官等に次の各号に掲げる事由が生じ

た場合に、その事務を代理するものとする。 

(１) 官職指定の場合において、その官職にある者が欠けた場合 

(２) 出張、演習、休暇又は欠勤等により、その職務を行うことができないと認められる場合 

(３) 休職又は停職を命ぜられた場合 



（歳入徴収官及び官署支出官以外の歳入徴収官等の官職の表示） 

第４条 省令第３９条の８の規定に基づき歳入徴収官及び官署支出官以外の歳入徴収官等の発す

る文書の官職の表示の記載要領は、次の各号に掲げる例によるものとする 。 

(１) 主任歳入徴収官等の場合 

ア 陸上自衛隊○○方面会計隊長（資金前渡官吏）  氏名 

イ 陸上自衛隊中央会計隊業務科長（資金前渡官吏） 氏名 

ウ 陸上自衛隊教育訓練研究本部会計課長（資金前渡官吏） 氏名 

エ 陸上自衛隊補給統制本部調達会計部長（資金前渡官吏） 氏名 

オ 陸上自衛隊中央輸送隊会計科長（資金前渡官吏） 氏名 

カ 陸上自衛隊○○学校（又は○○学校○○校）会計課長（資金前渡官吏） 氏名 

キ 自衛隊中央病院会計課長（資金前渡官吏） 氏名 

(２） 分任歳入徴収官等の場合 

ア 官職指定の場合 

(ｱ) 陸上自衛隊○○駐屯地○○方面会計隊本部業務科長（分任資金前渡官吏） 氏名 

(ｲ) 陸上自衛隊○○駐屯地第○○○会計隊長（又は陸上自衛隊○○駐屯地（○○駐屯地

○○分屯地）第○○○会計隊○○派遣隊長）（分任資金前渡官吏） 氏名 

(ｳ) 陸上自衛隊補給統制本部調達会計部業務課長（分任資金前渡官吏） 氏名 

(ｴ) 陸上自衛隊○○補給処調達会計部長（分任資金前渡官吏） 氏名 

(ｵ) 陸上自衛隊○○補給処○○支処会計課長（又は会計科長）（分任資金前渡官吏）  

氏名 

(ｶ) 自衛隊○○地方協力本部長（分任資金前渡官吏） 氏名 

(ｷ) 自衛隊○○病院会計課長（分任資金前渡官吏） 氏名 

イ 個人指定の場合 

陸上自衛隊○○駐屯地○○分屯地（分任資金前渡官吏） 階級 氏名 

(３) 特定分任歳入徴収官等の場合 

ア 官職指定の場合 

(ｱ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊中央会計隊業務科長 氏名 

(ｲ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊○○駐屯地○○方面会計隊本部業務科長 氏名 

(ｳ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊○○駐屯地第○○○会計隊長（又は陸上自衛隊○ 

○駐屯地（○○駐屯地○○分屯地）第○○○会計隊○○派遣隊長） 氏名 

(ｴ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊教育訓練研究本部会計課長 氏名 

(ｵ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊補給統制本部調達会計部業務課長 氏名 

(ｶ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊○○補給処調達会計部長 氏名 

(ｷ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊○○補給処○○支処会計課長（又は会計科長）  

氏名 

(ｸ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊中央輸送隊会計科長 氏名 

(ｹ) 特定分任歳入徴収官 自衛隊○○地方協力本部長 氏名 

(ｺ) 特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊○○学校（又は○○学校○○校）会計課長 

氏名 

(ｻ） 特定分任歳入徴収官 自衛隊○○病院会計課長 氏名 

イ 個人指定の場合 

特定分任歳入徴収官 陸上自衛隊○○駐屯地○○分屯地 階級 氏名 

（特定分任歳入徴収官等の相互の債権管理事務の引継ぎ） 

第５条 特定分任歳入徴収官等は、職員が異動したときは、その所掌する歳入金債権の管理事務を

異動先の部隊等の特定分任歳入徴収官等に引き継ぐものとする。ただし、おおむね３か月を超え



ない異動であって、当該年度内に原隊復帰することが確実であると認められる隊員に係る債権

については、管理事務の引継ぎを行わないことができる。 

２ 特定分任歳入徴収官等は、前項の規定により債権の管理事務を引き継ぐときは、次の区分によ

り債権管理簿（債権発生通知書）を処理するものとする。 

(１) 食事代等債権については、債権管理簿（債権発生通知書）を３部作成し、１部を控えとし、

他の２部を異動先の部隊等の特定分任歳入徴収官等に送付する。 

(２)  公務員宿舎使用料債権については、防衛省人事・給与情報システム上の債権管理簿（債

権発生通知書）を異動先の部隊等の特定分任歳入徴収官等及び公務員宿舎を管理する業務

隊長等に送付する。 

３ 前項の規定により、食事代等債権管理簿（債権発生通知書）の送付を受けた特定分任歳入徴収

官等は、１部を確認・保管し、他の１部を引継ぎをした特定分任歳入徴収官等に速やかに返送す

るものとする。 

（歳入徴収官への債権管理事務の引継ぎ） 

第６条 官署支出官又は分任歳入徴収官等は、その所掌する歳入外債権が未消滅のまま出納整理

期間を経過したときは、速やかに歳入組入通知書（別紙第１）を作成し、返納金債権内訳明細書

（別紙第２）を添付して所掌する歳入徴収官に当該債権の管理事務を引き継ぐものとする。 

２ 特定分任歳入徴収官等は、次の各号の一に該当するときは、その所掌する歳入徴収官に当該債

権の管理事務を引き継ぎ、前条第２項の規定に準じて当該事務を処理するものとする。 

(１) 国の債務と国の債権を相殺するとき。 

(２) 債務者から債権金額を現金で徴収するとき。 

(３) ３月末日までに債権が消滅する見込みがないとき。ただし、４月中に消滅の見込みのある

公務員宿舎使用料債権を除く。 

(４) 債務者たる隊員が防衛省以外に異動等をしたとき。 

(５) 防衛省以外において勤務中の隊員につき給与の支給額から控除又は相殺を依頼すると

き。 

３ 前項の規定により、債権の管理事務の引継ぎを受けた歳入徴収官は、前条第３項の規定に準じ

て処理するものとする。 

（歳入徴収官からの債権管理事務の引継ぎ） 

第６条の２ 歳入徴収官は、債務者たる隊員が防衛省以外から異動した場合の公務員宿舎使用料

債権については、第５条第１項及び同条第２項第２号の規定に準じて、当該異動先の特定分任歳

入徴収官等に債権管理事務を引き継ぎ、処理するものとする。 

２ 前項の規定により、債権の管理事務の引継ぎを受けた特定分任歳入徴収官等は、第５条第３項

の規定に準じて処理するものとする。 

 

第３章 債権の管理の準則 

（債権の種類、債権発生通知義務者及び債権発生年度区分） 

第７条 債権の種類、債権発生通知義務者及び債権発生年度区分は、別表第２に定めるところによ

る。 

（債権の種類別の発生の通知） 

第８条 債権の種類別の発生の通知は、別表第３に定めるところによる。この場合において、幹部

隊舎使用料について、隊員多数のときは、添付書類として幹部隊舎使用料内訳書（別紙第３）を、

加算金債権については加算金債権内訳明細書（別紙第４）を添付するものとし、公務員宿舎使用

料債権の通知書式は、債権管理簿（債権発生通知書）を使用するものとする。 

（給与から控除することができない債権及び債務者の異動に係る債権発生の通知） 

第９条 債権発生通知義務者は、特定分任歳入徴収官等の所掌する歳入金債権のうち、債権金額を



債務者たる隊員の給与の支給額から控除することができないと認める場合又は債務者たる隊員

が既に異動した後である場合には、債権発生通知書を、当該債権の発生した部隊等の特定分任歳

入徴収官等を経由して、歳入徴収官又は異動先の部隊等の特定分任歳入徴収官等に送付するも

のとする。この場合において、当該債権の発生した部隊等の特定分任歳入徴収官等は、債権発生

通知書の記載内容を確認するものとする。 

（変更又は取消しに係る異動通知書の送付） 

第１０条 債権発生通知義務者は、公務員宿舎使用料債権を除き、債権の発生の通知をした後、債

権発生（帰属）通知書又は債権管理簿（債権発生通知書）の債権金額等に変更又は取消しを要する

事項があるときは、訓令第２４条第２項に基づく異動通知書（当該事項を朱書した債権発生（帰

属）通知書又は債権管理簿（債権発生通知書））を作成し、これを歳入徴収官等に送付しなければ

ならない。 

２ 業務隊長等は、公務員宿舎使用料債権について、次の各号の一に該当するときは、遅滞なく宿

舎（使用者・使用料）異動通知書（別紙第５）を作成して歳入徴収官等に送付しなければならな

い。 

(１) 使用者が退居したとき。 

(２) 使用料に増減を生じたとき。 

(３) 使用者が防衛省以外に異動したとき。 

(４) 使用者が離職又は死亡したとき。 

(５) 使用者に宿舎の明渡しを命じ期間を過ぎてなお退居しないとき。 

（出納官吏に対する債権発生（帰属）通知書又は債権管理簿（債権発生通知書）の送付） 

第１１条 債権発生通知義務者は歳入徴収官等に債権の発生通知をする場合、次の各号の一に該当

するときは、出納官吏を経由して債権発生（帰属）通知書又は債権管理簿（債権発生通知書）を

送付しなければならない。 

(１) 債権者をして債権金額を収入官吏に納付させるとき。 

(２) 資金前渡官吏において国の債務と国の債権とを相殺させるとき。 

２ 出納官吏は、前項の規定により債権発生（帰属）通知書又は債権管理簿（債権発生通知書）の

送付を受けたときは、遅滞なくその内容を確認し、歳入徴収官等又は代行機関に送付しなければ

ならない。 

３ 前項の規定により債権発生（帰属）通知書又は債権管理簿（債権発生通知書）の送付を受けた

代行機関は、政令第５条の２の規定により歳入徴収官等が自ら事務を処理するときは、当該債権

発生（帰属）通知書又は債権管理簿（債権発生通知書）を歳入徴収官等に送付するものとする。 

（少額債権の納入の告知の延期） 

第１２条 政令第１３条第２項に規定する「履行の請求に要する費用を超えない場合」とは、債権

金額が納入告知書の一般書留による郵便料を超えない場合をいい、当該債権については、当該債

権と相殺できる国の債権の発生又は口頭による納入の告知により歳出金又は前渡資金に戻入す

ることができる状態が発生するまで納入の告知を延期することができる。 

（強制履行の請求等の手続） 

第１３条 歳入徴収官等が省令第２１条の規定により法務大臣に強制履行の請求等の手続をする

場合は、強制履行請求依頼書（別紙第５の２）を陸上幕僚長（法務官気付）に送付するものとす

る。 

（代行機関の債権の調査確認） 

第１４条 別表第１の２第１項に規定する債権の管理に関する事務の代行機関（中央会計隊債権

歳入科長及び中央病院会計課長を除く。）は、債権の調査確認をするときは、債権調査確認及び

歳入調査決定決議書兼債権管理簿を２部作成し、１部を控えとし、他の１部を関係する書類とと

もに遅滞なく歳入徴収官等に送付しなければならない。 



２ 前項に規定する代行機関は、債権調査確認及び歳入調査決定決議書兼債権管理簿の控えを陸

上自衛隊会計事務規則（陸上自衛隊達第１６－４号（５０．２．２４））第８条第３項の規定に

より収入官吏から送付される領収済報告書の内容と照合し、領収済報告書とともに保管するも

のとする。 

 

第４章 雑則 

（申請書、報告書等の提出） 

第１５条 主任歳入徴収官等及び支払事務担当職員が法令及び通達に基づき、防衛大臣、債権管理

総括機関、陸上幕僚長又は陸上幕僚監部監理部会計課長に対し提出する申請書又は報告書等は、

別表第４に掲げるとおりとする。この場合において、現金及び物品亡失（損傷）等処理状況報告

書は、別紙第６を使用するものとする。 

（雑則） 

第１６条 海上自衛隊及び航空自衛隊の基地に所在する自衛隊情報保全隊の部隊は、当該部隊に

対し会計支援を行う会計科部隊等が適用する規則等に基づき、会計事務を行うものとする。 

附 則（抄） 

１ この達は、昭和４６年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 46 年７月 22 日陸上自衛隊達第 122―81 号） 

１ この達は、昭和４６年７月２４日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して使用すること

ができる。 

附 則（昭和 47 年４月 22 日陸上自衛隊達第 16―１―１号） 

１ この達は、昭和４７年４月２２日から施行する。 

２ この達により改正した旧様式の用紙は、当分の間所要の修正をしたうえ使用することができ

る。 

附 則（昭和 47 年６月 15 日陸上自衛隊達第 16―１―２号） 

１ この達は、昭和４７年７月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して使用すること

ができる。 

附 則（昭和 47 年 11 月１日陸上自衛隊達第 16―１―３号） 

１ この達は、昭和４７年１１月１日から施行する。 

２ この達により改正した旧様式の用紙は、当分の間、所要の修正をしたうえ使用することができ

る。 

附 則（昭和 48 年３月６日陸上自衛隊達第 99―７―３号抄） 

１ この達は、昭和４８年３月１９日から施行する。 

附 則（昭和 48 年４月６日陸上自衛隊達第 99―７―４号抄） 

１ この達は、昭和４８年５月２日から施行する。 

附 則（昭和 48 年７月 30 日陸上自衛隊達第 122―92 号） 

この達は、昭和４８年８月１日から施行する。 

附 則（昭和 49 年４月 19 日陸上自衛隊達第 122―97 号） 

この達は、昭和４９年５月１日から施行し、昭和４９年４月１１日から適用する。 

附 則（昭和 49 年７月 31 日陸上自衛隊達第 16―１―４号） 

この達は、昭和４９年８月１日から施行する。 

附 則（昭和 49 年８月 19 日陸上自衛隊達第 34―３号） 

この達は、昭和４９年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和 49 年９月 27 日陸上自衛隊達第 34―５号抄） 



１ この達は、昭和４９年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和 49 年 10 月 22 日陸上自衛隊達第 32―８号抄） 

１ この達は、昭和４９年１１月１日から施行する。（ただし書略） 

附 則（昭和 50 年２月 12 日陸上自衛隊達第 122―100 号） 

この達は、昭和５０年３月２６日から施行する。（ただし書略） 

附 則（昭和 50 年２月 24 日陸上自衛隊達第 16―４号抄） 

１ この達は、昭和５０年４月１日から施行する。 

２ この達施行の際、既に保有している旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して使用すること

ができる。 

附 則（昭和 50 年７月 28 日陸上自衛隊達第 16―１―５号） 

この達は、昭和５０年８月１日から施行する。ただし、第６条の２、第６条の３を削る改正規定

及び別表第１の２の改正規定は同年９月１日から施行する。 

附 則（昭和 50 年 12 月９日陸上自衛隊達第 16―１―６号） 

この達は、昭和５１年１月３０日から施行する。 

附 則（昭和 52 年５月 13 日陸上自衛隊達第 122―107 号） 

この達は、昭和５２年５月１３日から施行する。 

附 則（昭和 52 年 12 月 24 日陸上自衛隊達第 16―１―７号） 

この達は、昭和５３年１月３０日から施行する。 

附 則（昭和 53 年７月 21 日陸上自衛隊達第 16―１―８号） 

この達は、昭和５３年８月１日から施行する。 

附 則（昭和 55 年３月 15 日陸上自衛隊達第 16―１―９号） 

この達は、昭和５５年３月２５日から施行する。 

附 則（昭和 56 年８月３日陸上自衛隊達第 16―１―10 号） 

この達は、昭和５６年８月３日から施行し、昭和５６年８月１日から適用する。 

附 則（昭和 57 年４月 30 日陸上自衛隊達第 122―119 号） 

１ この達は、昭和５７年４月３０日から施行する。 

２ この達施行の際現に保有する公印は、新たに作成するまでそのまま使用することができる。 

３ この達施行の際現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して使用することがで

きる。 

附 則（昭和 58 年３月８日陸上自衛隊達第 122―121 号） 

この達は、昭和５８年３月２４日から施行する。 

附 則（昭和 63 年４月 21 日陸上自衛隊達第 16―１―11 号） 

この達は、昭和６３年４月２１日から施行し、昭和６３年４月８日から適用する。 

附 則（平成元年２月 10 日陸上自衛隊達第 122―127 号） 

１ この達は、平成元年２月１０日から施行し、同年１月８日から適用する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用することができる。 

附 則（平成２年９月 27 日陸上自衛隊達第 122―129 号） 

この達は、平成２年１０月１日から施行する。 

附 則（平成３年３月 29 日陸上自衛隊達第 16―１―12 号） 

この達は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年４月９日陸上自衛隊達第 16―１―13 号） 

この達は、平成５年４月９日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則（平成６年３月 22 日陸上自衛隊達第 16―１―14 号） 

この達は、平成６年３月２８日から施行する。 

附 則（平成６年９月 29 日陸上自衛隊達第 16―１―15 号） 



１ この達は、平成６年１０月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間使用することができる。 

附 則（平成７年９月２５日陸上自衛隊達第 16―１―16 号） 

この達は、平成７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成８年 10 月 22 日陸上自衛隊達第 16―１―17 号） 

この達は、平成８年１０月２２日から施行する。 

附 則（平成９年６月 30 日陸上自衛隊達第 16―１―18 号） 

この達は、平成９年６月３０日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則（平成 10 年３月 20 日陸上自衛隊達第 16―１―19 号） 

この達は、平成１０年３月２６日から施行する。 

附 則（平成 10 年５月 29 日陸上自衛隊達第 16―１―20 号） 

この達は、平成１０年５月２９日から施行し、同年３月２６日から適用する。 

附 則（平成 10 年７月 28 日陸上自衛隊達第 16―１―21 号） 

この達は、平成１０年７月２８日から施行する。 

附 則（平成 12 年３月 24 日陸上自衛隊達第 122―154 号） 

１ この達は、平成１２年３月２８日から施行する。 

２ この達の施行の日から檜町駐屯地廃止までの間、改正後の第３条及び第４条中「市ヶ谷」を

「市ヶ谷及び檜町」に、第５条中「市ヶ谷駐屯地」を「市ヶ谷駐屯地及び檜町駐屯地」に、それ

ぞれ読み替えるものとする。 

３ 第４条の別表第１第４項第１号及び第２号の代理官を改める規定並びに別表第２第２項及び

同表第３項の事務の範囲に「又は国庫債務負担行為」を加える規定は、平成１２年４月１日から

施行する。 

附 則（平成 13 年１月５日陸上自衛隊達第 122―163 号） 

１ この達は、平成１３年１月６日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、当分の間、内容を修正して使用する

ことができる。 

附 則（平成 13 年３月 26 日陸上自衛隊達第 122―166 号） 

１ この達は、平成１３年３月２７日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、当分の間、内容を修正して使用する

ことができる。 

附 則（平成 14 年３月 27 日陸上自衛隊達第 122―178 号抄） 

１ この達は、平成１４年３月２７日から施行する。 

附 則（平成 15 年３月 25 日陸上自衛隊達第 122―182 号） 

この達は、平成１５年３月２７日から施行する。（ただし書略） 

附 則（平成 17 年６月 22 日陸上自衛隊達第 122―198 号） 

この達は、平成１７年６月３０日から施行する。 

附 則（平成 18 年７月 26 日陸上自衛隊達第 122―211 号） 

この達は、平成１８年７月３１日から施行する。 

附 則（平成 19 年 1 月 9 日陸上自衛隊達第 122―215 号） 

この達は、平成１９年１月９日から施行する。 

  附 則（平成 19 年３月 28 日陸上自衛隊達第 16―1―22 号） 

この達は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、別表第１の２第１項歳入徴収官又は分任

歳入徴収官の代行機関欄及び歳入徴収官代理又は分任歳入徴収官代理の代行機関欄中「方面会計

隊本部債権歳入科長」及び第２項の削除に係る規定は、同年３月２８日から施行する。 

附 則（平成 19 年 8 月 31 日陸上自衛隊達第 122―222 号） 



この達は、平成１９年９月１日から施行する。 

 附 則（平成 20 年 4 月 30 日陸上自衛隊達第 16－1－23 号） 

この達は、平成２０年４月３０日から施行する。 

   附 則（平成 21 年 2 月 3 日陸上自衛隊達第 122―230 号） 

この達は、平成２１年２月３日から施行する。 

 附 則（平成 21 年３月 30 日達第 122―233 号） 

この達は、平成２１年４月１日から施行する。 

       附 則（平成 21 年 7 月 31 日陸上自衛隊達第 122―235 号） 

この達は、平成２１年８月１日から施行する。 

   附 則（平成 21 年７月 31 日達第 16－1－24 号） 

  この達は、平成２１年８月１日から施行する。 

附 則（平成 22 年３月 23 日陸上自衛隊達第 122－240 号） 

この達は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、自衛官候補生手当、自衛官任用一時金及

び自衛官任用一時金返納金に関する規定は平成２２年７月１日から施行する。 

  附 則（平成 23 年３月 24 日陸上自衛隊達第 122―246 号） 

この達は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則（平成 24 年３月 21 日陸上自衛隊達第 122―253 号） 

この達は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成 25 年３月 25 日陸上自衛隊達第 122―257 号） 

この達は、平成２５年３月２６日から施行する。 

附 則（平成 26 年 3 月４日陸上自衛隊達第 16－1－25 号） 

 この達は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 27 年３月 20 日陸上自衛隊達第 122―266 号） 

 この達は、平成２７年３月２６日から施行する。 

附 則（平成 29 年３月 27 日陸上自衛隊達第 122―284 号） 

 この達は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 30 年３月 26 日陸上自衛隊達第 122－290 号） 

 この達は、平成３０年３月２７日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月 15 日陸上自衛隊達第 122－296 号） 

 この達は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年４月19日陸上自衛隊達第122－302号） 

１ この達は、平成３１年５月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用することができる。 

附 則（令和元年６月 20 日陸上自衛隊達第 16－1－26 号） 

この達は、令和元年６月２６日から施行する。 

附 則（令和元年６月２７日陸上自衛隊達第 122－303 号） 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存する本改正前の様式による用紙は、当分の間、これを修正した上

使用することができる。 

附 則（令和元年７月１７日陸上自衛隊達第 16－1－27 号） 

この達は、令和元年７月１８日から施行する。 

  附 則（令和元年１２月２５日陸上自衛隊達第 122－304 号）抄 

１ この達は、令和２年１月１日から施行する。 

２ この達の施行前に発生した公務員宿舎債権に係る債権管理簿（債権発生通知書）の管理につい

ては、第１条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 



４ 人給システムの細部業務処理要領については、別に示す。 

附 則（令和３年３月 23 日陸上自衛隊達第 16－1－28 号） 

１ この達は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存するこの達による改正の前の様式（以下「旧様式」という。）によ

り使用されている書類は、この達による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この達の施行の際、現に存する旧様式による用紙については、当分の間、これを修正の上使用

することができる。 

附 則（令和３年５月 24 日陸上自衛隊達第 16－1－29 号） 

この達は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則（令和３年７月２日陸上自衛隊達第 16－1－30 号） 

この達は、令和３年７月１１日から施行する。 

附 則（令和４年３月 15 日陸上自衛隊達第 16－1－31 号） 

この達は、令和４年３月１７日から施行する。 

附 則（令和６年３月 21 日陸上自衛隊達第 16－1－32 号） 

この達は、令和６年３月２１日から施行する。 



                                                         別表第１（第３条関係） 

                          歳入徴収官等の指定官職及び事務範囲表                           

  １ 歳入金に係る債権の管理に関する事務  

主任歳入徴

収官等 
主任歳入徴

収官等代理 
事務の範囲 

特定分任歳入徴収官 

等 
特定分任歳入徴収官 

等代理 事務の範囲 

歳入徴収官 

 

 

中央会計隊

長 

歳入徴収官 

代理 

 

中央会計隊 

副隊長 

陸上自衛隊の各駐屯地に所在す 

る部隊等（自衛隊中央病院を除 

く。）に係る歳入金の徴収に係る

債権の管理に関する事務 

特定分任歳入徴収官 

 

 

教育訓練研究本部会

計課長 

 

補給統制本部調達会 

計部業務課長 

 

学校（分校を含む。 ）

会計課長 

 

中央会計隊業務科長 

 

 

中央輸送隊会計科長 

 

 

会計隊長 

 

 

 

 

同派遣隊長 

 

 

 

方面会計隊本部業務 

科長 

 

北海道補給処調達会 

計部長 

 

同苗穂支処会計課長 

 

 

同日高、安平、白老 、

沼田及び足寄支処 

会計科長 

 

関東補給処松戸及び 

用賀支処会計課長 

 

 

関西補給処調達会計 

部長 

 

同桂支処会計課長 

 

  

同三軒屋支処会計科 

長 

特定分任歳入徴収官

代理 

 

教育訓練研究本部会

計課会計班長 

 

補給統制本部調達会

計部業務課会計班長 

 

学校会計課会計班長 

 

 

中央会計隊業務科会 

計班長 

 

中央輸送隊会計科 

会計班長 

 

会計隊会計班長（た

だ し 、 会 計 隊 

(Ｉ)(Ｊ)にあっては 

会計契約班長) 

 

派遣隊会計班長、会

計契約班長又は会計

要員 

 

方面会計隊本部業務 

科会計班長 

 

北海道補給処調達会 

計部会計課長 

 

同苗穂支処会計課契 

約班長 

 

同日高、安平、白老 、

沼田及び足寄支処 

会計科契約班長 

 

関東補給処松戸及び 

用賀支処会計課会計 

班長 

 

関西補給処調達会計 

部会計課長 

 

同桂支処会計課会計 

班長 

 

同三軒屋支処会計科 

契約班長 

当該部隊等所掌事務のう

ち食事代等債権及び公務

員宿舎使用料債権（当該被

控除者が他の部隊等に異

動した場合にはその異動

先の部隊等の歳入徴収官

等に当該債権の管理を引

き継ぐものとし、他の部隊

等から当該部隊等に転属

した者に係る前記債権で

他の部隊等所属の歳入徴

収官等から引継ぎを受け

たものを含む。）の管理に

関する事務 



 

九州補給処調達会計 

部長 

 

自衛隊地方協力本部 

長 

 

自衛隊札幌病院会計 

課長 

 

自衛隊阪神病院会計 

課長 

 

自衛隊福岡病院会計 

課長 

 

自衛隊熊本病院会計 

課長 

 

自衛隊那覇病院会計 

課長 

 

九州補給処調達会計 

部会計課長 

 

自衛隊地方協力本部 

副本部長 

 

自衛隊札幌病院会計 

課会計班長 

 

自衛隊阪神病院会計 

課会計班長 

 

自衛隊福岡病院会計 

課会計班長 

 

自衛隊熊本病院会計 

課会計班長 

 

自衛隊那覇病院会計 

課会計班長 
歳入徴収官 

 

中央病院長 

歳入徴収官

代理 

中央病院副

院長 

自衛隊中央病院に係る歳入金の

徴収に係る債権の管理に関する

事務 

   

                                                                                     

  ２ 歳出に戻入する返納金に係る債権の管理に関する事務                                                                       

     主任歳入徴収

官等 
主 任 歳 入 徴 

収官等代理 
事  務  の  範  囲

    

 支 出 官 

 

陸上幕僚監部

監理部長 

 支出官代理 

 

陸上幕僚監部

監理部会計課

長 

 陸上自衛隊所掌事務に係る歳出に戻入する返納金に係る債権の管理に関する事務 

 

  ３ 前渡資金に戻入する返納金に係る債権の管理に関する事務                                                                    

  主任歳入徴 

収  官  等 

（ そ の 他 の 

職員 ） 

 主任歳入徴 

収 官 等 代 理 

（ そ の 他 の 

職員） 

事務の範囲 
分任歳入徴収官等 

（その他の職員） 

分任歳入徴収官等
 

代理（その他の職

員）
 

事務の範囲 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

北部方面会計

隊長 

北部方面会計

隊副隊長 

当該部隊等に係る前渡資金に戻

入する返納金の債権の管理に関す

る事務 

北部方面区内に所在

する部隊等の分任資

金前渡官吏に指定さ

れている者 

北部方面区内に所在

する部隊等の分任資

金前渡官吏代理に指

定されている者 

当該部隊等に係る前渡資

金に戻入する返納金の債権

の管理に関する事務 

東北方面会計

隊長 

東北方面会計

隊副隊長 

同 上 東北方面区内に所在

する部隊等の分任資

金前渡官吏に指定さ

れている者 

東北方面区内に所在

する部隊等の分任資

金前渡官吏代理に指

定されている者 

同 上 

東部方面会計

隊長 

東部方面会計

隊副隊長 

同 上 東部方面区内に所在

する部隊等（陸上幕僚

監部、勝田、土浦、北

宇都宮、下志津、十条、

市ヶ谷、三宿、目黒、

小平、横浜、久里浜、

富士の各駐屯地に所

在する部隊等及び自

衛 隊 中 央 病 院 を 除

く。）の分任資金前渡

官吏に指定されてい

る者 

東部方面区内に所在

する部隊等（陸上幕僚

監部、勝田、土浦、北

宇都宮、下志津、十条、

市ヶ谷、三宿、目黒、

小平、横浜、久里浜、

富士の各駐屯地に所

在する部隊等及び自

衛 隊 中 央 病 院 を 除

く。）の分任資金前渡

官吏代理に指定され

ている者 

同 上 



中部方面会計

隊長 

中部方面会計

隊副隊長 

同 上 中部方面区内に所在

する部隊等（明野駐屯

地を除く。）の分任資

金前渡官吏に指定さ

れている者 

中部方面区内に所在

する部隊等（明野駐屯

地を除く。）の分任資

金前渡官吏代理に指

定されている者 

同 上 

西部方面会計

隊長 

西部方面会計

隊副隊長 

同 上 西部方面区内に所在

する部隊等（前川原駐

屯地を除く。）の分任

資金前渡官吏に指定

されている者 

西部方面区内に所在

する部隊等（前川原駐

屯地を除く。）の分任

資金前渡官吏代理に

指定されている者 

同 上 

中央会計隊業

務科長 
中央会計隊業

務科会計班長 

同 上 
   

教育訓練研究

本部会計課長 

教育訓練研究

本部会計課会

計班長 

同 上 
   

補給統制本部

調達会計部長 
補給統制本部

調達会計部会

計課長 

同 上 補給統制本部調達会

計部業務課長 
補給統制本部調達会

計部業務課会計班長 
当該部隊等に係る前渡資

金に戻入する返納金の債権

の管理に関する事務 
中央輸送隊 

会計科長 
中央輸送隊 

会計科会計班

長 

同 上 
   

幹部候補生学

校会計課長 

幹部候補生学

校会計課会計

班長 

同 上 
   

富士学校会計

課長 

富士学校会計

課会計班長 

同 上 
   

高射学校会計

課長 

高射学校会計

課会計班長 

同 上 
   

航空学校会計

課長 

航空学校会計

課会計班長 

同 上 
   

施設学校会計

課長 

施設学校会計

課会計班長 

同 上 
   

システム通信

・サイバー学

校会計課長 

システム通信

・サイバー学

校会計課会計

班長 

同 上 
   

武器学校会計

課長 

武器学校会計

課会計班長 

同 上 
   

小平学校会計

課長 

小平学校会計

課会計班長 

同 上 
   

衛生学校会計

課長 

衛生学校会計

課会計班長 

同 上 
   

航空学校宇都

宮校会計課長 

航空学校宇都

宮校会計課会

計班長 

同 上 
   

中央病院会計

課長 

中央病院会計

課会計班長 

同 上 
   

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表第１の２（第３条関係） 

歳入徴収官等の代行機関の指定官職及び事務範囲表 

 

      １ 歳入金に係る債権の管理に関する事務 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

官 職 

事務の範囲 

歳入徴収官の代行機関
 

歳入徴収官代理の代行機関
 

中央会計隊債権歳入科長 左に同じ 

陸上自衛隊会計事務規則 

（陸上自衛隊達第 16―４

号）別表第２第１項に掲

げる歳入徴収官の代行機

関の事務の範囲に係る債

権の管理に関する事務 方面会計隊長 左に同じ 

 中央病院会計課長  左に同じ 

     

       ２ 歳出に戻入する返納金に係る債権の管理に関する事務 

     

     

     

     

     

     

     

     

  

官 職 

事務の範囲
 

官署支出官の代行機関 官署支出官代理の代行機関 

陸上幕僚監部監理部会計 

課長  

陸上自衛隊会計事務規則 

別表第２第４項に掲げる 

官署支出官の代行機関が 

行った支出で歳出の金額 

に戻入する返納金に係る 

債権の管理に関する事務 

 

中央会計隊業務科長 左に同じ 

 



                                                                                                     別表第２（第７条関係）  

                                                債権の種類、債権発生通知義務者及び債権発生年度区分表                                        

                

債権の種類 
内  容 債 権 発 生 

通知義務者 
債権発生年度区分

 

区分 部 款 項 債権の性質 
 歳 

 入 

 金 

 債 

 権 

官 業 益 

金 及 官 

業収入 

官 業 収 

入 
病 院 収 

入 
病院等療 

養費債権 
防衛省の病院及び駐屯地医務室における診療収入 病院長 

業務隊長等 
 債権管理簿に記載す

べき日の属する年度 
自衛隊法（昭和 29年法律第 165号）第 100条の 6に

基づき米軍に提供した医療の償還による決済 
役務提供部 

隊等の長 
自衛隊法第 100 条の 8 に基づき豪軍に提供した医療

の償還による決済 

自衛隊法第 100 条の 10 に基づき英軍に提供した医

療の償還による決済 

    
自衛隊法第 100 条の 12 に基づき仏軍に提供した医

療の償還による決済 

 
 

    
自衛隊法第 100 条の 14 に基づき加軍に提供した医

療の償還による決済 

 
 

    
自衛隊法第 100 条の 16 に基づき印軍に提供した医

療の償還による決済 

 
 

政 府 資 

産 整 理 

収入 

回 収 金 

等収入 
貸 付 金 

等 回 収 

金収入 

自衛隊学

資貸与金

債権 

自衛隊法施行令（昭和 29年政令第 179号）第 120条

の 10により返還される学資金 
（防衛大臣）  返還請求権の発生の

原因となる事実のあ

った日の属する年度 
自衛隊法施行令第 120 条の 16 により償還される償

還 金 
陸上幕僚長  償還請求権の発生の

原因となる事実のあ

った日の属する年度 
雑収入 国 有 財 

産 利 用 

収入 

国 有 財 

産 貸 付 

収入 

物件使用

料債権 
国有建物及び物件の貸付料 

 
業務隊長等  債権管理簿に記載す

べき日の属する年度 
幹部隊舎の使用料 
 

公務員宿 

舎使用料 

債権 

国家公務員宿舎法（昭和 24 年法律第 117 号）第 15

条により徴収する公務員宿舎の使用料 

国 有 財 

産 使 用 

収入 

寄宿料債 

権 
防衛省が委託を受けて隊員以外の者に教育訓練を行 

うために営舎に居住させる場合に徴収する宿舎費 
物件使用 

料債権 
防衛省が管理する飛行場及びその施設の一部を国以

外の者に使用させる場合の使用料 
業務隊長等、

ただし、 丘

珠駐屯地に

あっては駐

屯地司令 
物件入場

料債権 
自衛隊の特定行事及び自衛隊の特定施設に係る入場

料の徴収に関する防衛省令（令和２年防衛省令第７号）

第３条の規定により徴収する入場料等 

契約担当官 

等、業務隊長

等 
利 子 収 

入 
利息債権 国の財産の売払代の延納を認めた場合又は法その他

特別の法令の規定により履行延期の特約等を許可した

場合に徴収する利息 

 

諸収入 授 業 料

及 入 学

検定料 

授業料債 

権 
防衛省において隊員以外の者の教育訓練を実施する

ことの委託を受けた場合に徴収する授業料 
教育訓練を 

実施する部 

隊等の長 
受 託 調 

査 試 験

及 役 務

収入 

 受託調査 

及試験 手

数料債 権 

自衛隊中央病院の受託研究に関する訓令（平成６年

防衛庁訓令第 29号）に基づき受託を受けた場合に徴収

する受託研究費 

中央病院長 

 

 契約を締結した日の

属する年度 

弁 償 及

返納金 

弁償金債

権 

 

 

 

 

 

会計法（昭和 22年法律第 35号）第 41条による弁償

金 

陸上幕僚長 

 

 

 

 債権管理簿に記載す

べき日の属する年度 
予算執行職員等の責任に関する法律（昭和 25年法律 

第 172号）第３条第２項及び第３項による弁償金 

物品管理法第（昭和 31 年法律第 113 号）第 31 条第

１項に規定する物品管理職員の物品の亡失又は損傷の

場合における弁償金 

 裁定又は決定した日

の属する年度 



 

 

 

 

物品管理法第 31 条第２項に規定する使用職員の使

用する物品の亡失又は損傷の場合における弁償金 
裁定権者 

防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（昭和 27

年政令第 368号）第 17条の２第１項に定める被服の亡

失又は損傷の場合における弁償金 

俸給支給機 

関の長 

国家賠償法（昭和 22年法律第 125号）第１条から第 

３条及び民法（明治 29 年法律第 89 号）第 715 条第３ 

項の規定による求償に伴う弁償金 

賠償実施権 

者 
求償権の発生の原因

となる事実のあった

日の属する年度 
損害賠償 

金債権 

国家公務員宿舎法第 16 条第３項及び第 18 条第４項

による損害賠償金 
業務隊長等 損害賠償請求権の発 

生の原因となる事実

のあった日の属する

年度 

国家公務員災害補償法（昭和 26年法律第 191号）第 

６条第１項による代位請求に伴う損害賠償金 
業 務 隊 長

等 、中央病

院長、自衛隊 

各地方協力 

本部長 

防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和 27年法律 

第 266 号）第 22 条第１項による療養の給付（療養費 

の支給を含む。）に伴う損害賠償金 
物品管理法第 32条による亡失、損傷が第三者による 

場合の損害賠償金 
分任物品管 

理官 
防衛省の職員の給与等に関する法律施行令第 17 条

の２第１項による亡失、損傷が第三者による場合の損

害賠償金 

俸給支給機 

関の長 

国有財産法施行令（昭和 23 年政令第 246 号）第 19

条による航空機の滅失、損傷が第三者による場合の損

害賠償金 

陸上総隊司

令官、方面総

監、航空学校

長 
船舶油濁損害賠償保障法（昭和 50 年法律第 95 号）

第３条第１項、第 15 条第１項及び第 22 条の規定に基

づく油防除措置費用の請求に伴う損害賠償金 

関係規則等 

に規定され 

た債権発生 

通知義務者 
契約の不履行（契約に基づく履行遅滞を含む。）に

よる損害賠償金及び契約違約金 

契約担当官 

等 
契約の不履行に基づ

く遅滞料……債権管

理簿に記載すべき日

の属する年度 

 契約違約金…当該契

約に関して債権が発

生した日の属する年

度 
費用弁償 

金債権 
行政代執行法（昭和 23 年法律第 43 号）第２条によ

る弁償金 

関係規則等 

に規定され 

た債権発生 

通知義務者 

債権発生通知を発す

る日の属する年度 

加算金債 

権 
即応予備自衛官雇用企業給付金の返納に係る加算金 

自衛隊地方 

協力本部長 債権管理簿に記載す

べき日の属する年度 

即応予備自衛官育成協力企業給付金の返納に係る加

算金 

任期制自衛官退職時進学支援給付金の返納に係る加

算金 
陸上幕僚長 

健康保険法第５８条による診療報酬の返還に係る加

算金 

資金前渡官

吏 

返還請求権の発生の

原因となる事実のあ

った日の属する年度 

返納金債 

権 

 

 

 

 

 

 

 

過誤払その他による歳出の返納金（定額戻入するも

のを除く。） 

官署支出官

（会計隊長

等）、資金前

渡官吏、 

、契約担当官

等 

過誤払等をした日の

属する年度 

防衛省の職員の給与等に関する法律第 27 条の４第

３項、第 27条の６第２項、第 27条の 10第１項、第 27

条の 11第６項、同条第７項、同条第 10項及び第 27条

の 12第６項による返納金 

若年定年退

職者給付金

支給機関の

長 

返納請求権の発生の

原因となる事実のあ

った日の属する年度 



 
防衛省職員の給与等に関する法律第 26 条の２第３

項による償還金 

俸給支給機

関の長 
即応予備自衛官雇用企業給付金支給認定取消による

返納金 

自衛隊地方 

協力本部長 

即応予備自衛官育成協力企業給付金認定取消による

返納金 

予備自衛官等雇用企業協力確保給付金認定取消（変

更）による返納金 

任期制自衛官退職時進学支援給付金支給認定取消に

よる返納金 
陸上幕僚長 

健康保険法第５８条による診療報酬の返還金 資金前渡官

吏 

 

物 品 売 

払収入 
不用物品 

売払代債 

権 

不用物品（残飯を除く。）の売払代 契約担当官

等 
 契約を締結した日の

属する年度 
防衛省の職員の給与等に関する法律施行令第 17 条

の２第３項による被服の代価の払込金 
俸給支給機

関の長 
 債権管理簿に記載す

べき日の属する年度 
隊員等に給食した残飯の売払代 契約担当官

等 

雑入 立替金返 

還金債権 
労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44年

法律第 84 号）第 15 条及び第 23 条により国が立て替 

えた労働保険料 

業務隊長等、

中央病院長、

自衛隊地方

協力本部長 

 返還請求権の発生の

原因となる事実のあ

った日の属する年度 

延滞金債 

権 
国の債権（金銭の給付を目的とする国の権利のみ）

の履行遅滞による延滞金 

資金前渡官

吏（元本債権

が前渡資金

返納金債権

の場合） 

 債権管理簿に記載す

べき日の属する年度 

防衛省職 

員等給食

費債権 

防衛省の職員の給与等に関する法律施行令第 15 条

により職員が食事の有料支給を受けたときの食事代 
俸給支給機

関の長 
自衛隊法第 100 条の 6 に基づき米軍に提供した食事

の償還による決済 
役務提供部

隊等の長 
自衛隊法第 100 条の 8 に基づき豪軍に提供した食事

の償還による決済 

自衛隊法第 100 条の 10 に基づき英軍に提供した食

事の償還による決済 

自衛隊法第 100 条の 12 に基づき仏軍に提供した食

事の償還による決済 

 

自衛隊法第 100 条の 14 に基づき加軍に提供した食

事の償還による決済 

 

自衛隊法第 100 条の 16 に基づき印軍に提供した食

事の償還による決済 

 

自衛隊法第 116 条の 2 により自衛隊員以外の者に支

給する食事の代価 
業務隊長等 

自衛隊法施行令第 126 条の６により教育訓練を受け

る者に支給する食事の代価 

教育訓練を

実施する部

隊等の長 
費用弁償 

金債権 
水道、ガス等について利用させたものに係る費用を

その利用者から対価として徴収する料金 

契約担当官

等、業務隊長

等 
自衛隊法第 100 条の２に基づき教育訓練の委託を受

けた者の学生隊舎等に入居する場合の維持費 
業務隊長等 

自衛隊法第 100 条の 6 に基づき米軍に提供した役務

の償還による決済 
役務提供部

隊等の長 
自衛隊法第 100 条の 8 に基づき豪軍に提供した役務

の償還による決済 

自衛隊法第 100 条の 10 に基づき英軍に提供した役

務の償還による決済 

自衛隊法第 100 条の 12 に基づき仏軍に提供した役

務の償還による決済 

 



自衛隊法第 100 条の 14 に基づき加軍に提供した役

務の償還による決済 

 

 
自衛隊法第 100 条の 16 に基づき印軍に提供した役

務の償還による決済 

 

利得償還 

金債権 
自衛隊法第 100 条の 6 に基づき米軍に提供した物品

の償還による決済 
分任物品管

理官 
自衛隊法第 100 条の 8 に基づき豪軍に提供した物品

の償還による決済 

自衛隊法第 100 条の 10 に基づき英軍に提供した物

品の償還による決済 

自衛隊法第 100 条の 12 に基づき仏軍に提供した物

品の償還による決済 

 

自衛隊法第 100 条の 14 に基づき加軍に提供した物

品の償還による決済 

 

 自衛隊法第 100 条の 16 に基づき印軍に提供した物

品の償還による決済 

 

国家公務 

員通勤災 

害一部負 

担金債権 

国家公務員災害補償法第 32 条の２に規定する通勤

災害に係る一部負担金 

業務隊長等、

中央病院長、

自衛隊地方

協力本部長 
留学費用 

償還金債 

権 

国家公務員の留学費用の償還に関する法律（平成１

８年法律第７０号）第１１条において準用する同法第

３条の規定に基づく償還金に係る債権 

留学費用の

償還に関す

る訓令（平成

１８年防衛

庁訓令第７

４号）第４条

に規定する

派遣元部局

の長 

償還請求権の発生の

原因となる事実のあ

った日の属する年度 

 歳 

 入 

 外 

 債 

 権 

歳 入 外 

債権 
歳 出 戻 

入 金 債 

権 

歳 出 戻 

入 金 債 

権 

返納金債 

権 
予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165号）第 33

条の規定により支払った金額に戻入する返納金 

 

  

 自衛官任用一時金 俸給支給機

関の長 

償還請求権の発生の

原因となる事実のあ

った日の属する年度 

即応予備自衛官雇用企業給付金 

即応予備自衛官育成協力企業給付金 

予備自衛官等雇用企業協力確保給付金 

自衛隊地方 

協力本部長 

返納請求権の発生の

原因となる事実のあ

った日の属する年度 

その他 支出負担行 

為担当官 

官署支出官

（会計隊長

等） 

過誤払等をした日の 

属する年度。ただし 、

概算払に係る旅費等

の返納金債権は、精算

超過額を確定した日

の属する年度 

前 渡 資 

金 返 納 

金債権 

前 渡 資 

金 返 納 

金債権 

出納官吏事務規程（昭和 22 年大蔵省令第 95 号）第

58 条の２第１項の規定により支払った金額に戻入す

る返納金 

資金前渡官 

吏、契約担当 

官 

 

         注： 債権発生通知義務者の欄中会計隊長等の行う債権発生通知は、別表第３（注３）に掲げるものとする。                                                                                                                                  



                                                                                                            別表第３（第８条関係）                                                         

債 権 の 種 類 別 発 生 通 知 表                                         

                 

債 権 の 種 類 別
 債権発生通 

知 義 務 者 
通知書書式

 
添 付 書 類 等

 
通知の時期

 
通 知 先

 
備   考

 

病院等療養費債権  病院長、業務

隊長等 
訓令別記第

７号書式 
防衛省共済組合負担分 

病 院…組合員等病院診

療経費請求明細 

書 

医務室…組合員等医務室

診療経費請求明

細書 

 

 事務官等負担分 

病 院…事務官等病院診

療経費請求明細

書 

医務室…事務官等医務室

診療経費請求明 

細書 

共済組合負担分 

…翌月５日まで 

事務官等負担分 

…翌月５日まで 

上記以外のもの 

…診療の都度 

歳入徴収官 
 

 
自衛隊法第 100 条

の 6 に基づき米軍

に提供した医療の

償還による決済 

役務提供部隊

等の長 
 受領証明済役務受諾証及

び入院診療評価カード、外

来診療評価カード又は歯

科診療評価カード 

診療の都度 歳 入 徴 収 官

（中央会計隊

長） 

自衛隊法第 100 条

の 8 に基づき豪軍

に提供した医療の

償還による決済 

自衛隊法第 100 条

の 10 に基づき英

軍に提供した医療

の償還による決済 

 
自衛隊法第 100 条

の 12 に基づき仏

軍に提供した医療

の償還による決済 

    
 

 
自衛隊法第 100 条

の 14 に基づき加

軍に提供した医療

の償還による決済 

    
 

 
自衛隊法第 100 条

の 16 に基づき印

軍に提供した医療

の償還による決済 

    
 

自衛隊学資 

貸与金債権 
自衛隊法施行令第 

120 条の 10 によ  

り返還される学資 

金 

（防衛大臣） １ 貸与された全額を一

括返還する場合 

学資金返還指示書 

２  一部返還免除の場   

合 

前項のほか学資金返    

還免除調書 

同承認書 

返還の指示をし

たとき。 

歳入徴収官   学資貸与金の返

還期間中又は償還

金の償還期間中に

おいて本人が死亡

した旨の届出があ

ったとき及び保証

人の変更を承認し

たときは、その旨

を歳入徴収官に通

知する。 
自衛隊法施行令第 

120 条の 16 によ  

り償還される償還 

金 

陸上幕僚長 １ 償還金の全額を一括

償還する場合 

償還金の金額等通知  

書 

２ 半年賦による償還の

場合前項のほか償還金

償還計画書、防衛大臣承

認書 

３  一部返還免除の場 

合前項のほか償還金償

還免除通知書 

償還の指示をし

たとき。 



物件使用料 

債権 
国有建物及び物件

貸付料 

業務隊長等 関係書類 翌月初日又は必 

要の都度  

幹部隊舎使用料 隊員多数のとき 

幹部隊舎使用料内訳書（ 

別紙第３） 

引き続き入居の 

毎月分…翌月初 

日まで 

中途退居当該月 

分…退居の都度 
公務員宿舎使用料債権 業務隊長等 訓令別記第

１１号書式 

（防衛省人

事・給与情報

システムに

よる。） 

 
毎年４月１日 

現在の当該年度

分の使用料…４月

初日まで 

年度途中の貸与

…必要の都度 

隊 員 の 所 在 

す る 部 隊 等 

の 特 定 分 任 

歳 入 徴 収 官 

等 

寄宿料債権 訓令別記第

７号書式  
毎月分…翌月５

日まで 

中途退居…退居

の都度 

歳入徴収官 

物件使用料

債権 
飛行場及びその施

設の使用料 
業務隊長等 。

ただし、 丘珠

駐屯地にあっ

ては駐屯地司

令 

飛行場使用料算定調書 即納の場合…使

用の都度 

１箇月分取りま

とめ納付…翌月５

日まで 
物件入場料

債権 

自衛隊の特定行事

及び自衛隊の特定

施設に係る入場料

の徴収に関する防

衛省令（令和２年防

衛省令第７号）第３

条の規定により徴

収する入場料等 

契 約 担 当 官

等、業務隊長

等 

１ 入場料等の明細書 

２ その他関連資料 

入場料等が確定

したとき 

授業料債権 教育訓練を実

施する部隊等

の長 

 
教育訓練を実施

する以前 

受託調査及び試験手数料債権 中央病院長 １ 契約書 

２ その他関係書類 
契約を締結した

とき 
弁償金債権 物品の使用職員の

物品亡失（損傷）の

弁償金 

裁定権者 裁定書 弁償の裁定をし

たとき 

被服の亡失（損

傷 ）の弁償金 
俸給支給機関

の長 
訓令別記第

９号書式 
特定分任歳入

徴収官等 
国家賠償法及び民

法の規定により求

償権を行使する場

合の弁償金 

賠償実施権者 訓令別記第

７号書式 
１ 認定書 

２ 和解契約書 

３ その他関係書類 

支払の都度 歳入徴収官 

損害賠償金

債権 
国家公務員宿舎法

に基づく損害賠償

金 

業務隊長等 訓令別記第

７号書式 
宿舎（使用者・使用料）

異動通知書又は算定を明

らかにした書類 

翌月初日又は必

要の都度 

 宿舎使用者が宿

舎を明け渡さない

ため又は滅失・損

傷若しくは汚損し

たため損害賠償金

が発生したとき。 
国家公務員災害補

償法による代位請

求を伴う損害賠償

金 

業務隊長等 、

中央病院長、

自衛隊地方協

力本部長 

１ 公務災害補償通知書 

２ その他関係書類 

支給の都度 
 

 

 

 

 

 

 

防衛省の職員の給

与等に関する法律

による療養の給付

に伴う損害賠償金 

診療経費請求明細書、療 

養費支払証明書、損害調 

査書及び和解契約書又は 

債務確認書若しくは交渉 

経緯書 
物品管理法による

亡失・損傷が第三

者による場合の損

害賠償金 

分任物品管理

官等 
物品亡失（損傷等）報告 

書又は裁定書、 損害調査

書及び和解契約書又は債

務確認書若しくは交渉経

緯書 

発生の都度 

防衛省の職員の給 俸給支給機関



与等に関する法律

施行令による被服

の亡失・損傷が第

三者による場合の

損害賠償金 

の長 
 

 

 

公金詐取又は横領

の損害賠償金 

資 金 前 渡 官

吏、分任資金

前渡官吏 

１ 損害調査書 

２ 和解契約書又は債務

確認書若しくは交渉経

緯書 

詐欺罪又は横領

罪に該当すると認

識したとき 

手当不正受給の損

害賠償金 

俸給支給機関

の長 

詐欺罪に該当す

ると認識したとき 

国有財産法施行令

による航空機の滅

失、損傷が第三者

による場合の損害

賠償金 

陸上総隊司令

官、方面総監、

航空学校長 

１ 被害報告書 

２ その他関係書類 

 

船舶油濁損害賠償

保障法に基づく油

防除 措置費用の

請求に伴う損害賠

償金 

関係規則等に

規定された債

権発生通知義

務者 

１ 請求する費用の明細  

書 

２ その他関連資料 

請求する費用が

確定したとき。 

契約の不履行に基

づく損害賠償金 
契約担当官等 １ 履行延期申請書、遅滞

料徴収判定（明細）書又

は解約申請書等、違約金

等判定（明細）書若しく

は請書、納品書、その他

関係書類 

２ 輸送役務調達実施規

則（陸上自衛隊達第 98

―３号）第９条の規定に

該当した損害賠償金債

権のときは事故てん末

書 

契約の相手方が

契約に基づく履行

期限に遅滞したた

め遅滞料に係る債

権が発生したとき

又は契約の相手方

に債務不履行の事

実があったため損

害賠償金債権が発

生したとき。 

 
費用弁償金債権 関係規則等に

規定された債

権発生通知義

務者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 請求する費用の明細  

書 

２ その他関係書類 

請求する費用が

確定したとき。 
  

加算金債権 自衛隊地方協

力本部長 

１ 加算金債権内訳明細

書（別紙第４） 

２ 即応予備自衛官雇用

企業給付金支給認定取

消通知書 

３ 即応予備自衛官雇用

企業給付金返納通知書 

元本債権が納入

されたことを知っ

たとき。 

１ 加算金債権内訳明細

書（別紙第４） 

２ 即応予備自衛官育成

協力企業給付金認定取

消通知書 

３ 即応予備自衛官育成

協力企業給付金返納通

知書 

 
 資金前渡官吏 １ 加算金債権内訳明細

書（別紙第４） 

２ その他関係書類 

健康保険法第 58

条による歳入返納

金債権が発生した

ことを知ったとき 

陸上幕僚長 

１ 加算金債権内訳明細  

書（別紙第４） 

２ 任期制自衛官退職時

進学支援給付金支給認

定取消通知書 

３ 任期制自衛官退職時

進学支援給付金返納通

知書 

元本債権が納入

されたことを知っ

たとき 。 



返納金債権 歳入金 官署支出官 

(会計隊長等) 

、資金前渡官

吏、契約担当

官等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 返納金債権内訳明細

書（別紙第２） 

２ その他関係書類 

歳入金返納金債

権が発生したこと

を知ったとき 。 

若年定年退職

者給付金支給

機関の長 

１ 若年定年退職者給付

金返納調書 

２ その他関係書類 

俸給支給機関

の長 

１ 自衛官任用一時金の

償還金額等通知書 

２ その他関係書類 

自衛隊地方協

力本部長 

１ 即応予備自衛官雇用

企業給付金支給認定取

消通知書 

２ 即応予備自衛官雇用

企業給付金返納通知書 

  

 
１ 即応予備自衛官育成

協力企業給付金認定取

消通知書 

２ 即応予備自衛官育成

協力企業給付金返納通

知書 

 

 
１ 雇用企業協力確保給

付金認定取消（変更）通

知書 

２ 雇用企業協力確保給

付金返納通知書 

 

陸上幕僚長 

１ 任期制自衛官退職時

進学支援給付金支給認

定取消通知書 

２ 任期制自衛官退職時

進学支援給付金返納通

知書 

 

歳 

 入 

 外 

歳出に戻入

するもの 
支出負担行為

担当官、官署

支出官 (会計

隊長等) 

訓令別記第

７号書式 

（省略可） 

１ 返納金債権内訳明細

書（別紙第２） 

２ その他関係書類 

歳入外返納金債

権が発生したこと

を知ったとき 。 

官署支出官た

る歳入徴収官

等 

俸給支給機関

の長  

訓令別記第

７号書式 

１ 自衛官任用一時金の

償還金額等通知書 

２ その他関係書類 

自衛隊地方協

力本部長 

１ 即応予備自衛官雇用

企業給付金支給認定取

消通知書 

２ 即応予備自衛官雇用

企業給付金返納通知書 

   １ 即応予備自衛官育成

協力企業給付金認定取

消通知書 

２ 即応予備自衛官育成

協力企業給付金返納通

知書 

１ 雇用企業協力確保給

付金認定取消（変更）通

知書 

２ 雇用企業協力確保給

付金返納通知書 



前渡資金に

戻入するも

の 

資 金 前 渡 官 

吏、契約担当

官 

  

訓令別記第

１０号書式 
１ 返納金債権内訳明細

書（別紙第２） 

２ その他関係書類 

前渡資金を過

払した資金前

渡官吏たる分

任歳入徴収官

等（病院にあ 

っては当該債

権を管理する

主任歳入徴収

官等） 
不用物品売 

払代債権 
不用物品（残飯を

除く。）の売払代 

契 約 担 当 官 

等 

訓令別記第

７号書式 
契約書（正）又は請書

（正）、入札書又は見積書、

公告に関する書類、予定価

格調書、 その他参考とな

るべき書 類 

売払物品の契約 

を締結した後 
歳入徴収官 

被服代価の払込金 俸 給 支 給 機 

関の長 
訓令別記第

９号書式  
陸曹等が陸曹等 

以外の者となっ 

た場合（死亡し た

場合を除く。） 

特定分任歳入

徴収官等 

残飯の売払代 契 約 担 当 官 

等 
訓令別記第

７号書式 
１ 数箇月の取りまとめ  

契約を締結したとき。契

約書（正）又は請書（正）、

入札書又は見積書、公告

に関する書類、予定価格

調書その他関係書類 

２ 精算のとき…精算明  

細書 

残飯を契約の相

手方に引き渡す以

前。ただし、精算に

かかわるものは確

定のとき。 

歳入徴収官 

延滞金債権 資金前渡官吏

（元本債権が

前渡資金返納

金 債 権 の 場

合） 

 
関係書類 履行遅滞のと

き。   

防衛省職員 

等給食費債 

権 

隊員の有料食事代 俸給支給機関

の長 
訓令別記第

８号書式  
翌月初日又は必

要の都度 
特定分任歳入

徴収官 
 債権管理簿（債権

発生通知書）は隊

員から回収した有

料支給に係る給食

証明カードに基づ

き作成 
自衛隊法第 100 条

の 6 に基づき米軍

に提供した食事の

償還による決済 

役務提供部隊

等の長 
訓令別記第

７号書式 

受領証明済役務受諾証 必要の都度 歳 入 徴 収 官

（中央会計隊

長） 

 

自衛隊法第 100 条

の 8 に基づき豪軍

に提供した食事の

償還による決済 

自衛隊法第 100 条

の 10 に基づき英

軍に提供した食事

の償還による決済 

自衛隊法第 100 条

の 12 に基づき仏

軍に提供した食事

の償還による決済 

    

自衛隊法第 100 条

の 14 に基づき加

軍に提供した食事

の償還による決済 

    

自衛隊法第 100 条

の 16 に基づき印

軍に提供した食事

の償還による決済 

視察見学者等部外

者の食事代 

業務隊長等 
 

申込みを受理し

たとき又は必要の

都度 

歳入徴収官 



教育訓練を委託さ

れた部外者の食事

代 

教育訓練を実

施する部隊等

の長 

 
翌月５日まで又

は必要の都度 
 債権発生通知書

は部外者から回収

した給食証明カー

ドに基づき作成 
費用弁償金

債権 
水道及びガス等に

ついて部外者の利

用に係る料金 

契 約 担 当 官

等、業務隊長

等 

関係書類 翌月５日まで又

は必要の都度  

教育訓練の委託を

受けた者の学生隊

舎等に入居する場

合の維持費 

業務隊長等 毎月分…翌月５

日まで 

中途退去…退去

の都度 
自衛隊法第 100 条

の 6 に基づき米軍

に提供した役務の

償還による決済 

役務提供部隊

等の長 
受領証明済役務受諾証 必要の都度 歳 入 徴 収 官

（中央会計隊

長） 

自衛隊法第 100 条

の 8 に基づき豪軍

に提供した役務の

償還による決済 

自衛隊法第 100 条

の 10 に基づき英

軍に提供した役務

の償還による決済 

 
自衛隊法第 100 条

の 12 に基づき仏

軍に提供した役務

の償還による決済 

  

 
自衛隊法第 100 条

の 14 に基づき加

軍に提供した役務

の償還による決済 

  

 
自衛隊法第 100 条

の 16 に基づき印

軍に提供した役務

の償還による決済 

  

利得償還金

債権 

自衛隊法第 100 条

の 6 に基づき米軍

に提供した物品の

償還による決済 

分 任 物 品 管 

理官 
受領証明済受諾証 

自衛隊法第 100 条

の 8 に基づき豪軍

に提供した物品の

償還による決済 

自衛隊法第 100 条

の 10 に基づき英

軍に提供した物品

の償還による決済 

 自衛隊法第 100 条

の 12 に基づき仏

軍に提供した物品

の償還による決済 

  
  

 自衛隊法第 100 条

の 14 に基づき加

軍に提供した物品

の償還による決済 

  
  

 自衛隊法第 100 条

の 16 に基づき印

軍に提供した物品

の償還による決済 

  
  

国家公務員通勤災害一部負担金

債権 

業務隊長等 、

中央病院長、

自衛隊地方協

力本部長 

関係書類 療養補償を実施

したとき。 
歳入徴収官 

留学費用償還金債権 留学費用の償 訓令別記第 償還の指示をし



還に関する訓

令第４条に規

定する派遣元

部局の長 

７号書式 たとき。 

           注１： 弁償金債権のうち、次に掲げるものについては別に示す。 

              (1) 会計法第 41条による弁償金 

(2) 予算執行職員等の責任に関する法律第３条第２項及び第３項による弁償金 

              (3) 物品管理法第 31 条第１項に規定する物品管理職員の物品の亡失又は損傷の場合における弁償金 

     注２： 添付書類は、複写又は電子データでの提出を妨げない。（不用物品売払代債権の契約書及び請書を除く。） 

     注３： 債権発生通知義務者の欄中会計隊長等は、支出済となった歳出の返納金に係る債権発生通知を行うものとす

る。ただし、歳入外債権については、添付書類等に係る情報が防衛省人事・給与情報システムで連携されてい

る場合は、添付書類等の送付を省略できる。 

       

                                                                                                                                         



                                                                                                        別表第４（第１５条関係）                                                     

債 権 管 理 報 告 書 等 提 出 一 覧 表                                     

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告書等名
 

添付 書類 等
 

根拠 法規 等
 

書  式
 

あ て 先
 陸 幕 へ の 

提出期限等 
備    考

 

債権現在額通

知書 

 

 

 

 

 

債権現在額（履行期

限到来額）と収納未

済歳入額との差額

調 

 

徴収停止の整理を

した債権の調 

 

不納欠損額内訳調 

 

債権現在額内訳表 

 

履行延期の特約及

び徴収停止の措置

をとったものの内

訳書 

省令第 40 条、訓令

第64条、総会第2508

号（36.3.7） 

 

 

総会第 769 の１号

（44.6.5） 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

総会第 2508号別紙 

 

〃 

省令別紙第９号

書式、訓令別記

第 22号書式 

 

 

総会第 769 の１

号別紙様式１ 

 

 

 

別紙様式２ 

 

 

別紙様式３ 

陸上幕僚監部監理部

会計課長 

６月１５日  

 

 

 

 

 

 

債権管理事務

引継報告書 

 訓令第１７条  債権管理総括機関 引継書等の送付

を受けたとき。 

 

管理事務の報

告 

 訓令第１９条  防衛大臣 大臣から指示を

受けたとき。 

 

強制履行の請

求等の措置に

関する報告 

和解調書等 訓令第３４条
 

 債権管理総括機関
 

措置結果が明ら

かになったと

き。
 

 

徴収停止取消

報告書 

 訓令第３８条第２

項 

 防衛大臣 徴収停止の取消

しを行ったと

き。 

 

履行延期の特

約等取消報告

書 

 訓令第４４条第２

項 

 防衛大臣 履行延期の特約

等の取消しをし

たとき。 

 

債権みなし消

滅整理報告書 

 訓令第６６条 訓令別記第２３

号書式 

陸上幕僚監部監理部

会計課長
 

６月１５日  

徴収停止済報

告 

 総 会 第 2235 号

(37.3.20) 

総会第 2235 号

別記様式１ 

債権管理総括機関 翌月７日  

相殺等をしな

い場合の申請

書 

 訓令第３９条第１

項 
 防衛大臣 相殺等をしない

場合
 

 

履行延期の特

約または処分

済報告書 

 総 会 第 2235 号

(37.3.20) 

総会第 2235 号

別記様式２ 

債権管理総括機関
 

翌月７日
 

 

債権管理事務

引継申請書
 

総 会 第 1780 号

(34.10.21) の 定 め

る書類
 

訓令第１３号
 

訓令別記第３号

書式 

防衛大臣 他の歳入徴収官

に債権事務を引

き継ぐとき。 

 

徴収停止申請

書
 

総会第 1780 号の定

める書類
 

訓令別記第３７号

第１項
 

訓令別記第３号

書式
 

防衛大臣 徴収停止の措置

を行う場合
 

別に大臣が指定し

た場合はこの限り

でない。 

履行延期特約

申請書
 

総会第 1780 号の定

める書類
 

訓令第４２条第１

項
 

訓令別記第３号

書式
 

防衛大臣 履行延期の特約

を行おうとする

場合 

別に大臣が指定し

た場合はこの限り

でない。 

債権免除申請

書
 

 訓令第４６条第１

項
 

訓令別記第３号

書式
 

防衛大臣 債権を免除する

場合
 

 

現金及び物品

亡失（損傷）等

処理状況報告

書 

 大蔵省主計局司計

課 長 事 務 連 絡

(44.12.7)
 

別紙第６
 

陸上幕僚長
 

４月７日
 

 



検査報告掲記

事項是正処理

状況調書 

 総 会 第 ２ ２ ０ 号

(44.3.1) 

 内閣総理大臣
 

１０月３１日
 

 

          注：添付書類等及び根拠法規等の欄中「総会第○○号」とは、国の債権の管理等に関する内閣総理大臣の通達番号をいう。 

                                                                                                                                            



                                                            別紙第１（第６条関係） 

  

                                    歳 入 組 入 通 知 書 

 第  号  

 歳入徴収官 

 

                               殿 

 分任歳入徴収官等 

 

   官 職 氏 名                    

歳入徴収官
 

班(係)長
 

係長
 

分任歳入徴収官等
 

班(係)長
 

係員
 

      

接受年月日 ．  ．  ． 決議年月日 ．  ．  ． 

下記の前渡資金返納金債権を歳入に組み入れられたく通知する。
 

記 

債 権 者
 

住所又は所属部隊 

等名 

 
階 級

  

氏  名
  

債 権 金 額
 

円 
過払をした資 

金前渡官吏名 

 

発 生 原 因
  

発生年月日
 

． ． ． 

債権の発生の通知を受けた年月日
 

．  ．  ． 

返納金納入告知書発行年月日
 

．  ．  ． 
履行期限

 

． ． ． 

返 納 金 納 付 書 発 行 年 月 日
 

．  ．  ． 
履行期限

 

． ． ． 

 

 備 

 

 

 考 

 

 

 

 

 

 

 

                                     寸法：日本産業規格Ａ４ 

          備考：１ 債務者が多数あるとき又は各欄に記載すべき事項が多いときは別紙明細書を  

                 作成する。 

              ２ 歳出戻入金債権の場合は必要箇所を読み替えて使用する。



                                                            別紙第２(第６条関係） 

 

                           返 納 金 債 権 内 訳 明 細 書 

 

債務者
 部隊等名（住所） 

階級及び氏名 
 

 

内 訳
 

歳 出 科 目 
支払済額

 
正当支払額

 
差引返納額

 

 目 目の細分 

               円              円              円 

     

     

合 計    

支 払
 

年 月 日 
．   ．   ． 

．   ．   ． 

資金前渡官吏名  

官署支出官名  

返 納
 

理 由  

算 定 方 式  

備     考  

 

上記のとおり相違ないことを証明する。 

 

       令和  年  月  日
 

                   官 職 氏 名                                   

                                     寸法：日本産業規格Ａ４ 

備考： 備考欄には、過払をした当時の債務者の部隊等名、階級、本籍地、又は留守担当 

者住所氏名、債務者との折衝の経緯、督促状況及びその他参考となるべき事項を記 

載する。 

 

 

 



                                                         別紙第３（第８条関係） 

 

                              幹 部 隊 舎 使 用 料 内 訳 書 

                                     (令和  年  月  分） 

隊舎所在地
 所属中隊又

は部課名 
階  級 氏  名 使用期間 使 用 料 備  考 

 

     円
 

 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

                                寸法：日本産業規格Ａ４  



別紙第４(第８条関係） 

 

加 算 金 債 権 内 訳 明 細 書 

 

債務者
 部隊等名（住所） 

階級及び氏名 
 

 

 

 

支 払
 

年 月 日 令和  年   月   日 

資金前渡官吏名  

官署支出官名  

返 納
 

理 由  

算 定 方 式  

債権金額                     円 

備     考 債務者からの元本納入年月日：令和  年  月  日 

 

上記のとおり相違ないことを証明する。 

 

       令和  年  月  日 

 

                   官 職 氏 名                                   

 

                                      寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第５（第１０条関係） 

 

歳入徴収官等 殿                         発簡番号   第        号 

発簡年月日 令和 年 月 日 

官職氏名                
宿舎           異動通知書 

 

下記のとおり異動があつたので通知する。 

                                記 

退去 ・ 異動 ・ 退職 ・ 死亡 ・ 明渡 

年 

月 

日 

退  去  

異動発令  

宿舎所在地 
（宿舎番号） 

 

（    ） 
退職発令  

氏   名  階級  死  亡  

所属中隊名 

又は部課名 
 明  渡  

備   考  

使 用 料 の 変 更 

有料宿舎の所 

在地の区分 

１ １級地 ２ ２級地 

３ ３級地 ４ ４級地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ その他  

単身赴任手当の

受給の有無 
有  ・  無 

単身赴任手当の

認定又は取消の

事実発生日 

 

完成（修理）年月日 ･ ･ ･ 面 

 

積 

 

(㎡) 

延 面 積  

構 
造 

１ 木   造 経
過
年
数 

年 

無料部分  

２ 組 積 造 調整部分  

３ 鉄骨鉄筋コンクリート造 
及び鉄筋コンクリート造 

有料部分  

設 

備 

１       寮 基準使用額 円 

 

２ 

寮
以
外 

ア 応急仮設のもの 
調
整
額 

金  額 円 

イ 居住以外の目的の建物 
理  由  

ウ 専用給水設備のないもの 

エ 専用入浴設備のないもの 使用料月額 円 

オ 専用便所のないもの 年

月

日 

貸与承認 ･  ･  ･ 

カ ガス設備のないもの 変  更 ･  ･  ･ 

記 事  

                                                  寸法：日本産業規格Ａ４ 

備考：１ 「有料宿舎の所在地の区分」、「単身赴任手当の受給の有無」、「構造」及び「設備」の 

各欄中該当のものは○印で囲む。 

２ 使用料の変更を生じたものについては、変更前の事項に○印、変更後の事項に◎印を付け 

る。 

３ 面積については、平面図を基礎とし、実測による専用面積（専用の物置の面積を含む。） 

を記載する。 

なお、平方メートル未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた面積とする。 

使用者 
 

使用料 



別紙第５の２（第１３条関係） 

 

発簡番号  第      号 

発簡年月日 令和 年 月 日 

 

 

陸 上 幕 僚 長  殿 

 

 

                                         発 簡 者 名 

 

 

                                                強制履行請求依頼書 

 

 

   １ 債務者の住所及び氏名又は名称 

    

   ２ 債権の内容 

    

   ３ 債権の発生原因 

    

          ４  要求する措置及びその措置を必要とする理由 

           (1)  要求する措置 

           (2)  措置を必要とする経緯及び理由 

    

          ５ 関係者の氏名及び住所 

           (1)  相手方 

           (2)  歳入徴収官 

           (3) 調整連絡先 

    

   ６ 証拠書類の有無及び内容 

    (1)  証拠書類 

      有 無 

           (2) 証拠書類の内容 

    

          ７ その他参考事項 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



                                                                                                      別紙第６（第１５条関係） 

陸 上 幕 僚 長  殿                              発簡番号  第      号 

発簡年月日 令和 年 月 日 

                                                              官職氏名                 

 

                                     現金及び物品亡失（損傷）等処理状況報告書 

                                           （令和  年度） 

事   項
 

会計法第 42 条の規定に基づく現金亡失通知書 物品管理法第 32 条

の規定に基づく物品

亡失(損傷)通知分 

 

歳入歳出金 歳入歳出外現金 合 計 

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

前年度末弁償未済額(A)         

(A) 年

に 度 

対 処 

す 理 

る 状 

当 況 

債 滅 

権 措
 

消 置
 

 弁 償 済 額         

 債 権 免 除 額         

 そ の 他 債 権 消 滅 額         

計(B)         

そ の 

の 処 

他 置 

 徴 収 停 止 額         

 延 納 措 置         

 そ の 他         

当年度発生年度末弁償未済額(C)         

当年度末弁償未済額(A-B+C)(D)         

備 考
  

                                                                       寸法：日本産業規格Ａ４ 

記載要領 
１ 「前年度末弁償未済額(A)」欄は、通知した亡失現金及び物品の亡失(損傷）のうち有償裁定を受けたもので、前年度までに 

消滅処理未済の額（前年度における当年度末弁償未済額(D)欄の額）を記入する。 
２ 「(A) に対する当年度処理状況」欄は、債権消滅事由に該当する「債権消滅措置」と、消滅事由に該当しない「その他の措 

置」とに区分し、それぞれの項目に該当する金額を記入する。 
３ 「当年度発生当年度末弁償未済額」欄は、当年度に現金の亡失及び物品亡失（損傷）があつて、当年度末までに弁償未済と 

なつている額を記入する。ただし、徴収停止額、延納措置等をとつたものは延滞金に相当する額を（ ）書きする。


